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１ 総則 

本市では、高松市中央卸売市場（以下「本市場」という。）の再整備に当たり、平成 

２７年度に策定した「高松市中央卸売市場再整備基本構想・基本計画」（以下「整備計画」

という。）を踏まえ、新青果棟の移転整備を進めるとともに、現在の本市場エリアにおい

て、新たな水産物棟等の再整備を予定している。 

将来本市場が有すべき施設の種類や、規模、機能、配置等を更に具体化するため、整備

計画の詳細検討を行うことから、その支援業務及び事業手法としてＰＦＩ等導入の可能性

について検討するための調査業務を委託する。 

高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務の受託者の選定に当たり、事業者

の能力等を総合的に判断する提案公募（プロポーザル）を実施する。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名称  

高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務委託 

（２）事業対象エリア  

高松市瀬戸内町地内（参考資料１ 位置図参照） 

（３）履行期限  

契約締結日から令和４年１０月２８日（金）まで 

（４）業務契約金額  

「１６，２００千円（消費税及び地方消費税を含む）」を上限とする。 

（５）支払い条件  

前金払 有（契約金額の１０分の３以内の額） 

（６）業務内容   

「高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務委託仕様書」のとおり。 

 

３ 参加資格 

プロポーザルに参加する者は、次の要件を満たさなければならない。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２） 高松市指名停止等措置要綱（平成２４年高松市告示第４０３号）による指名停止

期間中の者でないこと。 

（３） 高松市入札参加資格者名簿（測量・建設コンサルタント業務等及び物品等）に登

載されている者であること。 

（４） 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

（５） 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）規定による更正手続開始の申立て、又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされて

いないこと。 

（６） 銀行の取引停止又は差押えを受けていない者であること。 
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（７） 「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団でないこと。 

 

４ 配置人員の要件 

  プロポーザルに参加する者は、次の要件を満たさなければならない。 

（１） 配置人員 

    管理責任者、管理技術者(基本計画)及び管理技術者(ＰＦＩ等可能性調査)を各 1

名ずつ配置すること。ただし、管理責任者が管理技術者を兼ねることも可とする。 

    また、配置後において、発注者が、当該配置人員の適格性又は経験等に欠けると

認めたときには、配置人員の交代を求めることができる。 

（２） 管理責任者条件 

管理責任者は技術士（都市及び地方計画）又は一級建築士の資格保有者とし、企

画提案書提出者の組織に属し、３か月以上の雇用関係があること。 

（３） 管理技術者条件 

ア 管理技術者(基本計画) 

平成１８年４月１日以降に、卸売市場（「卸売市場法」（昭和４６年法律第３５

号）第２条に定める「中央卸売市場」又は「地方卸売市場」をいう。以下同じ。）

の再整備に関する計画の策定支援業務に参画した実績を有すること。 

イ 管理技術者(ＰＦＩ等可能性調査) 

平成１８年４月１日以降に、国又は地方公共団体が発注したＰＦＩ等の導入可能

性調査業務に参画した実績を有すること。 

ウ 管理技術者の所属については、協力事務所でも可とし、管理技術者(基本計画)及

び管理技術者（ＰＦＩ等可能性調査）の兼務も可とする。 

 

５ 提案書等の提出 

受託者の選定は、第１次選考（書類選考）及び第２次選考（プレゼンテーション・ヒア

リング）により行う。 

（１） プロポーザルに係る書類等の交付方法及び期間 

 ア  交付方法 

事務局において入手、又は高松市市場管理課施設整備室ホームページからダウン

ロードにより交付する。 

   イ 交付期間 

令和３年６月１日（火）から令和３年６月２９日（火）まで 

（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日(以下「休日」という。)を除く日の午前８時３０分から午後５時１５分

まで） 

（２） 提出書類 

提出期限までに次の書類を提出すること（「１５提案公募関係日程」及び「１６
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提出書類等一覧」参照）。なお、提出された書類等は返却しない。 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 会社概要書（様式第２号） 

ウ 業務実績書（様式第３号） 

記載する業務については、平成１８年４月１日以降の受託実績とし、次の（ア）

から（エ）の各項目について３件以内で記載すること（ただし、（ア）及び（イ）

に関しては該当がある場合のみ）。 

（ア） 国又は地方公共団体が発注した基本計画策定業務に関する受託実績がある

場合は、所定の様式に記載するとともに、業務内容が確認できる書類（契約

書の写し等）を添付すること。 

（イ） 国又は地方公共団体が発注した賑わい創出事業や余剰地利活用等の本業務

と類似する業務や参考となる業務等がある場合は、所定の様式に記載すると

ともに、業務内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。 

（ウ） ４（３）アの管理技術者条件に必要な業務実績を所定の様式に記載すると

ともに、業務内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。 

（エ） ４（３）イの管理技術者条件に必要な業務実績を所定の様式に記載すると

ともに、業務内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。 

エ 配置人員の概要(様式第４号) 

※資格証明書の写し及び雇用が確認できる書類を添付すること。 

オ 税に関する証明書等 

次の（ア）及び（イ）の証明書等を提出すること。ただし、証明日については、い

ずれも、令和３年１月１日以降のものとする。 

（ア） 営業証明書 

（イ） 国、県、市税についての滞納無証明書 

カ 誓約書（様式第５号） 

キ 協力事務所の概要（様式第６号） 

※協力事務所がある場合は、提出すること。 

ク 見積書（様式第７号） 

  消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を記入すること。 

ケ 提案価格内訳書（様式第８号） 

  本業務を受託するに当たり必要となる経費を見積り、記載すること。合計額だけ

ではなく、実施する業務ごとに経費が分かるよう内訳を記載すること。記載された

額は選定の際の評価項目とするとともに、契約締結の際に参考とする。 

コ 提案書（様式第９号） 

（ア） 用紙サイズはＡ４判で作成すること(図面等細部の説明が必要となる資料はＡ

３判を用いても良い。)。 

（イ） 文字サイズは、10.5 ポイント以上で作成すること。 
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（ウ） 本公募要領「６提案書記載要件」に記載の項目全てについて記載すること。 

（エ） 片面印刷で１５ページ以内（表紙、目次はページ数に含めない。）とする。

印刷の色は、カラー、白黒を問わない。 

（３） 書類等提出先 

ア 提出方法 

持参又は郵送（配達の記録が残る方法で、期限内必着に限る。） 

持参の場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律(昭和 

２３年法律第１７８号)に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

までとする。 

イ 提出先 

〒760-0012 

香川県高松市瀬戸内町３０番５号  

高松市 創造都市推進局 産業経済部 市場管理課 施設整備室 担当 

（４） 提出部数 

     提案書のみ１５部、それ以外は１部 

なお、提案書は１部のみ応募者名を記載し、それ以外の１４部については、応募

者名を記載せず、かつ、容易に応募者が判別できないよう配慮すること。 

また、提出書類と同じ内容を保存したCD-R を１枚提出すること。 

（５） 参加表明後の辞退 

参加表明書等を提出した後に、提案を辞退する場合は、「辞退届」を提出するこ

と。「辞退届」には、次の項目を記載すること（様式は問わない。）。 

・住所 

・事業者名 

・代表者職名、氏名及び押印 

・辞退理由 

（６） 質問の提出 

    選考書類の内容に関して質問がある場合は、質問書(様式第１０号)を作成し、次

のとおり提出すること。 

ア 提出方法 

  事務局の電子メールアドレスに添付ファイルで提出すること。質問に添付された

電子メールの受信を事務局で確認次第、受信した旨を電子メールで返信する。 

  （事務局のメールアドレス：gyoumuka@city.takamatsu.lg.jp） 

   イ 提出期間 

      令和３年６月１日（火）午前８時３０分から 

      令和３年６月１７日（木）午後５時１５分まで 

   ウ 質問に対する回答 

     全ての質問に対する回答を随時ホームページに掲載する。なお、質問に対する回

答への問合せ及び異議申立ては、一切受け付けない。 
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     質問に対する回答期限 

      令和３年６月２９日（火）午後５時１５分まで 

 

 

６ 提案書記載要件 

提案書には、次の各項目の内容を記載してください。 

（１） 実施体制説明書 

  ア 業務の実施体制（フロー図等により分かりやすく記載すること。） 

イ 業務の実施スケジュール 

ウ その他 応募者の強みと優位性 

（２） 水産物棟基本計画案作成に係る取組手法や整備方針について、以下の点に留意し、

記載すること。 

ア 委託業務の背景・目的を適切に理解し、本市市場の特色を活かした計画とするこ

と。 

イ 今後の取扱量、利用状況調査等に応じた、各施設及び各室の適正な規模策定手法

の提案 

ウ 市場内関係者の意見集約手法の提案 

エ その他、必要又は有効で、実施が可能な提案 

（３） 余剰地における賑わいの創出に係る取組手法や整備方針について、以下の点に留

意し、記載すること。 

ア 水産物棟との関連性を考慮した提案 

イ 高松漁港等の立地条件を活かした提案    

ウ 観光客誘客の視点を備えた提案 

エ その他、必要又は有効で、実施が可能な提案 

（４） ＰＦＩ等可能性調査に係る取組手法や整備方針について、以下の点に留意し、記

載すること。 

ア 卸売市場と余剰地利用を考慮した提案 

イ その他、必要又は有効で、実施が可能な提案    

 

７ 選考方法 

  選考は、次のとおり実施する。 

（１） 第１次選考（書類選考） 

各選考員が、選定基準に定めた項目及び配点に基づき評価を行い、評価点合計の上

位から、５者程度を選定する。 

なお、応募者が少数であった場合は、第１次選考を省略することがある。 

（２） 第１次選考結果の通知 

第１次選考結果は、全ての応募者に対し、郵送にて書面で通知する。なお、第１

次選考通過者に対しては、第２次選考（プレゼンテーション・ヒアリング）の実施
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時間・場所等の詳細を併せて通知する。 

（３） 第２次選考（プレゼンテーション及びヒアリング等） 

各選考員が、第１次選考通過者の提案書等に加え、プレゼンテーション及びヒア

リングの結果を踏まえ、選定基準に定めた項目及び配点に基づき評価を行う。 

（４） 受託者（優先交渉権者）の決定 

第１次選考及び第２次選考の各選考員の評価点合計が最も高い応募者を選定する。

当該評価点合計が最も高い事業者が２者以上ある場合は、第２次選考の「提案内容」

項目の評価点数が高い事業者を選定する。「提案内容」の評価点も同点の場合は、

選考員で協議し、決定する。選考は非公開とする。 

なお、契約締結の協議の結果、合意に至らなかった場合又は前記３の資格を満た

さなくなったとき、若しくは不正と認められる行為をしたことが判明した場合は、

次点の応募者と協議を行う。 

（５） 第２次選考結果の通知 

第２次選考結果は、全ての第１次選考通過者に対し、郵送にて書面で通知する。 

 

８ プレゼンテーション・ヒアリングの実施 

第１次選考通過者については、提案書の内容に基づいたプレゼンテーションを行い、選 

考員がヒアリングを行う。１者当たり３名以内の出席とし、原則管理責任者及び管理技術

者による説明、質疑応答とし、所要時間は、１者当たり３０分以内（応募者による提案要

旨説明約１５分、質疑応答約１５分）とする。 

 なお、新型コロナウイルス感染拡大の状況を踏まえ、プレゼンテーション・ヒアリング

の実施内容を変更する場合がある。 

 

９ 業務委託契約 

（１） 契約方法 

随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号） 

選定された受託者（優先交渉権者）と契約の協議を行うものとする。なお、契約

の締結が成立しない場合は、次点の者と契約の協議を行うものとする。 

（２） 契約の締結 

 当該設計業務に係る委託料は、予算の範囲内で定めた額「１６，２００ 千円

（消費税及び地方消費税額を含む。）」を上限とし、選考時に提出した業務見積書

の金額を基に、協議の上、決定する。 

（３） 委託料の支払条件 

本件業務の検収合格後、請求に基づき支払う。 

（４） 契約保証金について 

要する（ただし、契約金額の１００分の１０以上の額とする。）。ただし、高松

市契約規則第２４条各号のいずれかに該当する場合は、免除とする。 

 

１０ 無効となる参加表明書等又は提案書等 
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 参加表明書等又は提案書等が次のいずれかに該当する場合には、無効になることがある。 

（１） 提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

（２） 本要領及び様式に示された条件に適合しないもの 

（３） 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

（４） 虚偽の内容が記載されているもの 

（５） 提案内容に、様式に定められた場所を除き、提出者が判別できる表記をしたもの 

（６） 選考員に対する働きかけがあったと本市が判断した場合 

（７） 応募資格があると認められた者が、本業務に係る契約締結までの間に本市から指

名停止措置を受けた場合、その他の応募資格及び応募条件の要件を満たさなくなっ

た場合 

（８） 第三者の知的財産権を侵害した場合 

（９） その他本市が不適格と認めた場合 

 

１１ 提案公募の中止等 

 本市がやむを得ない理由等により提案公募を実施することができないと認めるときは、

提案公募の実施を中止又は取り消すことがある。この場合において、本提案公募参加申請

者が損害を受けることがあっても、市長はその責を負わない。 

 

１２ 不当要求行為の排除対策 

 本市では、受託者（市との契約の相手方）が暴力団等から不当要求行為を受けた場合や

当該不当要求行為による被害を受けた場合の、市への報告と所轄警察署への届出等を契約

書において受託者の遵守事項として定め、本市が発注する物品の買入れ等（物品の買入れ、

借入れ及び製造、役務の提供その他の行為をいう。）からの暴力団等の排除対策の強化を

進めている。詳しくは、契約監理課ホームページを参照。 

 

１３ 周知事項 

（１） 売買、貸借、請負その他の契約を市との間で締結しもっぱら当該契約に係る業務、

事務などの履行中において、法令等に違反する事実が生じ、又は生じるおそれがあ

ると思料するときは、市の内部公益通報制度により通報することができる（同制度

における通報方法：電子メール又は書面を高松市公正職務審査会に提出（原則とし

て提出者の氏名を明らかにする必要がる。） 

メールアドレス：naibu.tuho.shinsakai@dune.ocn.ne.jp 

書面提出の場合の宛先：総務局コンプライアンス推進課内高松市公正職務審査会 
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（２） 平成２４年６月１日から、高松市指名停止等措置要綱の別表の措置要件第２６号

にある「業務に関し不正又は不誠実な行為」について、これに該当する行為を例示

する告示を下記のとおり定め公表している。 

 

１４ その他  

（１） 参加者１名につき１提案とする。 

（２） 参加表明書等、提案書等の作成・提出、その他このプロポーザルの参加に関し要

した経費は、参加者の負担とする。 

（３） 提出期限以降における参加表明書等、提案書等の差替え及び再提出は認めない。

また参加表明書等、提案書等に記載した配置予定の技術者（以下「技術者」とい

う。）は、病休、死亡、退職等極めて特別の場合を除き、変更することができない。

やむを得ず技術者を変更する場合には、当初の技術者と同等以上の能力及び経験を

有する者を配置しなければならない。 

（４） 提案書等については、高松市情報公開条例等関係規程に基づき、公開される場合

がある。提案書等に含まれる第三者の著作権の公表、展示などの使用に関しては、

応募者が第三者の承諾を得ておくこと。 

（５） 提案書等に虚偽の記載をした場合は、無効とするとともに、虚偽の記載をした者

に対して指名停止措置を行うことがある。 

（６） 提出された提案書等の書類は、返却しない。 

（７） 応募者は、この要領に定める諸条件を同意した上で、プロポーザルへの参加を表

明すること。 

（８） 当該企画提案数が１者のみであった場合でも、選考委員の平均評価点数が第１次

選考においては３０点以上、第２次選考においては７８点以上の場合は、有効とし

て取り扱うこととする。 
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１５ 提案公募関係日程 

  

内容 日時 備考 

本提案公募の公告 令和３年６月１日(火) 

提案公募要領等は、市場管理課

施設整備室ホームページ上から

ダウンロード可能。 

参加表明書等の提出期限 
令和３年６月２９日(火) 

午後５時１５分まで 

参加表明書及び応募資格に必要

な書類（本公募要領「５提案書

等の提出」のうち必要なもの）

を提出すること。 

提案公募に対する質問期限 
令和３年６月１７日(木) 

午後５時１５分まで 

質問書（様式第１０号）を利用

し、電子メールで提出するこ

と。 

※ 受信確認のため、市の執務

時間中（日曜日、祝日法に定め

る休日及び土曜日以外の日の午

前８時３０分から午後５時１５

分まで）に電話連絡すること

（電話番号 087-862-3422）。 

提案公募に対する質問回答

期限 
令和３年６月２９日(火) 

市場管理課施設整備室ホームペ

ージに掲載する。 

提案書等の提出期限 
令和３年７月８日(木) 

午後５時１５分まで 
 

第１次選考(書類選考) 令和３年７月上旬  

第１次選考通過者の決定及

び選定結果の通知 
令和３年７月中旬 全ての応募者に通知する。 

第２次選考(プレゼンテーシ

ョン・ヒアリング)  
令和３年７月２７日(火) 

開催時間、場所、留意事項等は

別途、１次選考通過者へ通知す

る。 

受託者(優先交渉権)の決定

及び選定結果の通知 
令和３年７月下旬 

全ての１次選考通過者に通知す

る。 

決定者との準備及び調整 
結果通知日～契約締結ま

で 
 

契約締結 令和３年８月中  

※参加表明書等の提出後に提案を辞退する場合は、「辞退届」を提出すること。 
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１６ 提出書類等一覧 

・提出方法：持参又は郵送（配達の記録が残る方法で期限内必着に限る。） 

・提出先：〒760-0012 

香川県高松市瀬戸内町３０番５号  

高松市 創造都市推進局 産業経済部 市場管理課 施設整備室 担当 

 提出書類 
提出 

部数 
提出期限 備考 

① 
参加表明書 

(様式第１号) 
１部 

令和３年６月 

２９日(火) 

 

② 
会社概要書 

(様式第２号) 
１部  

③ 
業務実績書 

(様式第３号) 
１部  

④ 
配置人員の概要 

(様式第４号) 
１部 

配置人員の資格証明書の写し及び

雇用が確認できる書類を添付する

こと。 

⑤ 税に関する証明書等 各１部 

「営業証明書」及び「国、県、市

税についての滞納無証明書」を提

出すること。証明日については、

いずれも、令和３年１月１日以降

のものとする。 

⑥ 
誓約書 

(様式第５号) 
１部  

⑦ 
協力事務所の概要 

(様式第６号) 
１部 

協力事務所がある場合は提出する

こと。 

⑧ 
見積書 

(様式第７号) 
１部 

令和３年７月８

日(木) 

 

⑨ 
提案価格内訳書 

(様式第８号) 
１部  

⑩ 
提案書 

(様式第９号) 
１５部 

提案書はＡ４判、片面印刷で１５

ページ以内とする。１部のみ応募

者名を記載し、それ以外の１４部

については、応募者名を記載せ

ず、かつ、容易に応募者が判別で

きないようにすること。 

⑪ 提出物の電子データ １部 CD-R を使用すること。 
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１７ 公募要領関係資料 

「高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務委託」 

別添１ 高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務委託仕様書 

別添２ 参加表明書（様式第１号） 

別添３ 会社概要書（様式第２号） 

別添４ 業務実績書（様式第３号） 

別添５ 配置人員の概要(様式第４号) 

別添６ 誓約書（様式第５号） 

別添７ 協力事務所の概要（様式第６号） 

別添８ 見積書（様式第７号） 

別添９ 提案価格内訳書（様式第８号） 

別添１０ 提案書（様式第９号） 

別添１１ 質問書（様式第１０号） 

別添１２ 高松市中央卸売市場水産物棟等基本計画詳細検討業務委託提案公募選定基準 

別添１３ 参考１（位置図） 

別添１４ 参考２（高松市中央卸売市場再整備基本構想・基本計画） 

別添１５ 参考３（市場概要 令和３年度版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


